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 福島県計画  

 

 

 
令和５年１月 

福島県 
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３．計画に基づき実施する事業 

 
事業区分１－１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設 

又は設備の整備に関する事業 

事業区分１－２：地域医療構想の達成に向けた病床の機能 

又は病床数の変更に関する事業 

事業区分２  ：居宅等における医療の提供に関する事業 

事業区分４  ：医療従事者の確保に関する事業 

事業区分６    ：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に 

関する事業 
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標 準 事 業

例 
1 

事業名 No １ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

72,160 千円 
地域医療情報ネットワーク推進助成事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 病院、福島県、福島県医療福祉情報ネットワーク協議会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化等を推進し、「医療機関完結

型の医療」から「地域完結型の医療」へと移行するなかで、機能の異なる診

療所や病院などが相互に繋がるネットワーク、医療と介護が繋がるネット

ワークが重要となっている。 

 アウトカム

指標 

①キビタン健康ネットへの年間アクセス数 

  R2：614,775 件 → R4:695,000 件 → （R12：1,015,000 件） 

②キビタン健康ネットによる情報共有に同意した患者の同意件数累計 

  R2：46,527 件 → R4：71,000 件 → （R12:159,000 件） 

※①②ともに福島県総合計画（2022 年→2030 年）に掲げる設定指標 

事業の内容  医療機関・介護施設等で切れ目のない連携を可能とし、地域医療構想の

達成に向けた病床の機能分化等を推進するため、福島県における全県的な

地域医療連携ネットワークシステムである「キビタン健康ネット」におい

て、地域の中核病院等が新たに情報提供施設となる場合に、診療情報を他

施設へ常時情報公開するために必要となる機器の整備に対して支援を行

う。 

※ 情報提供施設・・・ 

 地域の中核病院などであり、自院に搬送される多くの患者について、

症状が安定したり、大きな検査を終えた後に、地域のクリニックなどに

円滑に転院等がなされるよう自院の保有する診療情報を、常時、他施設

に公開している施設。 

アウトプット指標 地域医療情報ネットワーク推進助成事業による支援件数４施設 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 地域の中核病院等が、情報提供施設となることで、周辺の連携施設や地

域住民のネットワーク参加が期待されるとともに、ネットワーク全体の情

報連携体制の強化に繋がる。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注

１） 

 

 

 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

72,160 

基金充当額 

（国費） 

公  (千円) 
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基 

金 

国（Ａ） (千円) 

24,053 

における 

公民の別 

（注２） 都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

12,027 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

36,080 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

36,080 

備考（注４）  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。  

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 
居宅等における医療の提供に関する事業 

標 準 事 業

例 
9 

事業名 No ２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,894 千円 
在宅医療推進協議会の設置・運営 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅医療ニーズに対して、適切な医療・介護 

サービスが供給できるよう在宅医療にかかる提供体制の強化が必要。 

 アウトカム

指標 

訪問診療を受けた患者数（レセプト件数）の増加 

R1：94,856→R4：94,856 以上 

事業の内容 県内の在宅医療の推進を図るため、在宅医療関係者等で構成する協議会

を設置・運営する。 

アウトプット指標 ・協議会開催回数 県全体１回、方部別６回（６方部×１回） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

各地域において、関係団体等との連携により、在宅医療に係る課題の協

議、検討及び情報共有等を通じて在宅医療提供体制を強化することで、 

看取り数（レセプト件数）の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,894 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 3,925 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,925 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,963 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,888 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

6 

備考（注３）  
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事業の区分 
居宅等における医療の提供に関する事業 

標 準 事 業

例 
12 

事業名 No ３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,000 千円 
訪問看護推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県訪問看護連絡協議会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅医療ニーズに対して、適切な医療・介護 

サービスが供給できるよう在宅医療にかかる提供体制の強化が必要。 

 アウトカム

指標 

訪問診療を受けた患者数（レセプト件数）の増加 

R1：94,856→R4：94,856 以上 

事業の内容 患者が自宅で安定した療養生活を送る上で不可欠な訪問看護の提供体制

構築を推進するため、県内の訪問看護事業所を支援する役割を担う訪問看

護連絡協議会が実施する取組（訪問看護に係る相談窓口設置、訪問看護に

関する課題等を検討する会議開催）に対して支援する。 

アウトプット指標 ・検討会開催回数 年 12 回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

訪問看護関係団体等との連携により、訪問看護に係る課題の協議、検討

及び情報共有等を通じて訪問看護提供体制を強化することで、看取り件数

（レセプト件数）の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,333 

民 (千円) 

2,667 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 

居宅等における医療の提供に関する事業 
標 準 事 業

例 
２２ 

事業名 No ４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,650 千円 

多職種連携による薬局・薬剤師の在宅医療サー

ビス推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 一般社団法人福島県薬剤師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、薬剤師は残薬削減、重複投

与防止、相互作用防止や副作用の早期発見など薬学的知見で貢献すること

ができる。 

しかし、在宅医療における薬剤師の業務が、他職種や患者家族等に十分

に理解されていない状況にあるため、多職種や患者家族等に薬剤師の有用

性を理解してもらう必要がある。 

 アウトカム

指標 

居宅療養管理指導料算定薬局数 

R3:337 件→R4:350 件 

事業の内容 他職種が行う在宅訪問に薬剤師が同行し、薬局薬剤師と在宅医療に関わ

る多職種との連携を強化して、在宅医療における薬剤師の有用性を実感し

てもらうとともに、医療職種や地域住民に対して薬剤師による在宅訪問業

務のＰＲを実施し、薬剤師業務の普及を図る。 

また、在宅訪問に関わる薬剤師の研修を実施するとともに、在宅経験の

浅い薬剤師に経験豊富な薬剤師が同行し指導を行うことにより、在宅医療

に対応できる薬剤師の育成につなげる。 

アウトプット指標 ・薬剤師の無料訪問同行依頼件数 １５０件 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

他職種や地域住民に薬剤師の訪問の有用性を理解してもらうことによ

り、在宅患者訪問薬剤管理指導料・居宅療養管理指導料の算定薬局件数の

増加が見込まれるとともに、多職種連携の拡充や適正な薬物療法の提供が

図られ、在宅医療の機能強化が推進される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,650 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

4,433 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2.217 

民 (千円) 

4.433 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6.650 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
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その他（Ｃ） (千円) 

 

(千円) 

4.433 

備考（注３）  
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事業の区分 居宅等における医療の提供に関する事業 標準事業例 - 

事業名 No ５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,000 千円 
医療と介護の連携強化事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 病院、診療所、訪問看護ステーション、居宅介護施設 

事業の期間 令和 4年 4月 1日～令和 5年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の達成に向けた在宅医療を推進するためには、医療

機関・介護施設間のネットワーク構築による相互連携が不可欠であ

る。 

 

 アウトカム

指標 

訪問看護件数 

R1:479,511 件 → R4:558,380 件 

事業の内容 地域医療構想の達成に向けた在宅医療を推進するため、地域包括

ケアシステムの構築に必要な、在宅患者の情報を共有するための経

費を支援する。 

アウトプット指標 ・支援施設数 10 施設 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療・介護施設間において、ICT を活用した在宅患者の情報共有を

図ることで、質が高く切れ目のない医療サービスの提供体制の構築、

及び医療従事者の負担軽減が図られ、訪問看護の件数の増加に繋が

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

833 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,500 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

2,500 

備考（注３）  
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事業の区分 

居宅等における医療の提供に関する事業 
標 準 事 業

例 
－ 

事業名 No ６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,907 千円 
がんピアネットワーク構築支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 がん患者支援団体 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

尊厳を持って安心して暮らせる社会を構築するため、がん患者やその家

族が可能な限り質の高い療養生活を送れるよう、全人的な緩和ケアが治療

時期や療養場所を問わず患者の状態に応じて、切れ目なく適切に実施され

る必要がある。 

また、がん患者が住み慣れた家庭や地域で療養又は生活を選択できるよ

う、在宅緩和ケアを含めた在宅医療・介護の提供が求められている。 

 アウトカム

指標 

患者体験調査 

・相談できる環境があると感じた患者の割合の増加 

R3：（調査中）→R4：R3 以上 

・社会からの孤立を感じる患者の割合の減少 

R3：（調査中）→R4：R3 以下 

事業の内容 がん体験者をファシリテーターとし、県内全域でサロンを開設する。ま

た、ファシリテーターには現場での実践と各種会議・学会への参加によ

り、がんに対する正しい知識を習得させるほか、新たにがんピアサポータ

ーを養成していく。 

アウトプット指標 サロン（患者やその家族などが集まり、交流・情報交換する場）の 

開催数及び参加者数 

R3 年度：開催数 89 回、参加者数 454 名 → R4 年度：R3 以上 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

がんピアサポーターの養成・育成によりサロンの運営が確保され、サロ

ンへの参加者が増加し、在宅緩和ケアの充実に寄与する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,907 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,271 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,636 

民 (千円) 

3,271 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,907 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

(千円) 

3,271 

備考（注３）  
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事業の区分 

居宅等における医療の提供に関する事業 
標 準 事 業

例 
19 

事業名 No ７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

57,300 千円 
在宅医療基盤整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 病院、医科診療所、歯科診療所、訪問看護事業所 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅医療ニーズに対して、適切な医療・介護 

サービスが供給できるよう在宅医療にかかる提供体制の強化が必要。 

 アウトカム

指標 

訪問診療を受けた患者数（レセプト件数）の増加 

R1：94,856→R4：94,856 以上 

事業の内容 病院、医科診療所、歯科診療所又は訪問看護事業所が訪問診療、訪問歯

科診療、訪問看護に必要な医療機器や訪問診療車の整備に必要な費用を支

援する。 

アウトプット指標 ・実施件数 在宅医療機器 ５０件 

      訪問診療車  １０件 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

在宅医療に必要な設備を整備し、効率的・効果的に在宅医療を行えるよ

うにすることで、在宅医療提供体制の強化が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

57,300 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

25,467 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

12,733 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

38,200 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

19,100 

備考（注３）  
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事業の区分 

居宅等における医療の提供に関する事業 
標 準 事 業

例 
１２ 

事業名 No ８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

40,916 千円 
在宅医療推進のための人材育成事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県（福島県看護協会、地域がん診療連携拠点病院）、福島県訪問看護連

絡協議会、福島県医療福祉関連教育施設協議会、県内医療機関等 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

がん患者や医療依存度の高い在宅療養者が増加している現状から、がん

看護・訪問看護の充実を図るため、看護職員に対する専門的な研修を実施

し、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」を図る。 

 アウトカム

指標 

看護職員の資質向上を図ることで、安全で質の高い看護サービスを提供

できる看護職員が確保される。  

・県内の訪問看護ステーションに従事する看護職員の増  

H30：589 人→H31：652 人→R2:669 人→R3:675 人→R4:680 人 

（県需給計画より） 

事業の内容 がん看護・訪問看護における実践能力の高い看護師を育成し、質の高い

在宅医療の推進を図るための研修会を開催する。 

アウトプット指標 ① 訪問看護に関する研修会：４回 

③ がん看護に関する研修会：４回 

④ 特定行為研修参加に係る経費補助：50 名 

人件費補助：３事業所 

制度の普及に向けた講習会：２回 

指定研修機関等連絡会議  ：２回＋（実務者検討会２回） 

指定研修機関運営費用の補助：２施設 

指導者養成研修会開催経費の補助：１施設 

⑤ 多職種連携推進に関する研修会：１回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護職員が専門的な知識や技術を修得し、資質向上を図ることで離職 

防止・定着を推進し、看護職員数の増加を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要する費用の額 金 総事業費 (千円) 基金充当額 公  (千円) 
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額 （Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 40,916 （国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

4,122 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

27,276 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

13,639 

民 (千円) 

  23,154 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

40,915 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,878 

その他（Ｃ） (千円) 

1 

備考（注３）  
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事業の区分 

４，医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
  - 

事業名 No ９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,000 千円 
医業承継支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県（県医師会） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

当県は東日本大震災及び今なお緊急事態宣言が発出されている原

子力災害の影響で、医療施設数が大きく減少し、全域において診療所

が不足している。診療所を新規開業することはハードルが高く、診療

所の開設者または法人の代表者の平均年齢が 67.3 歳（平成 30 年医

師・歯科医師・薬剤師調査）となるなど開業医の高齢化が進行してい

ることに加え、後継者不在等の理由による医院廃業によっても県内

の診療所数が減少（H22：1,457 施設→R1：1,346 施設）しているた

め、医師の減少防止を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

医業承継マッチングの達成 

R2：1 件→R4：5 件 

事業の内容 県医師会内に医業承継バンクを設置し、県内診療所や市町村への

調査、県内外への制度周知、各種相談対応等を行い、廃業を検討す

る医師と新規開業を検討する医師とのマッチングを支援し、医業承

継による診療所開業のハードルを下げることに寄与することで、県

内の医師不足防止を図る。 

アウトプット指標 ・マッチング相談（個別面談）数 

 R2：20 件→R4：30 件以上 

・医業承継バンク登録者数 

R2：42 名→R4：47 名以上 

・サイトへのアクセス件数 

 R2：28,666 件→R4：30,000 件以上 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医業承継バンクの設置とその周知、医業承継に係るセミナー等を

実施することで、医業マッチング実現に向けた支援体制を構築する。 

 

 

 

 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,000 

基金充当額 

（国費） 

公  (千円) 
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基 

金 

国（Ａ） (千円) 

13,333 

における 

公民の別 

（注１） 都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,667 

民 (千円) 

13,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

20,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

13,333 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
３３ 

事業名 No １０ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,000 千円 

歯科衛生士、歯科技工士の復職・再就業支援事

業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県歯科医師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

現在の歯科医療の提供においては、全身疾患との関連及び高齢者

や要介護者の口腔管理の重要度からみても、歯周病管理を含む口腔

管理の重要性が増し、その一端を担う歯科衛生士の必要性はますま

す増加している。 

加えて、在宅寝たきりの患者等に対しての口腔ケアの実施など、そ

の業務範囲はますます拡大しており需要が高まってきている。 

しかし、歯科衛生士及び歯科技工士は離職率が高く、歯科医療の現

場では当該職種の慢性的な人手不足となっており、復職支援体制強

化のための取組を支援することが有効である。 

 アウトカム

指標 

就業歯科衛生士、歯科技工士数（人口 10 万人対）の増加 

（歯科衛生士）R2 85.6 人 → R6 90.6 人以上 

（歯科技工士）R2 39.9 人 →  R6 44.9 人以上 

事業の内容 歯科衛生士等の復職支援体制強化のため、潜在歯科衛生士等の発

掘、再就業に効果的につなげるための離職者情報の把握及び再就業

支援のための研修会に関する取組みを支援する。 

アウトプット指標 ・歯科衛生士等の復職支援研修業務等 １ヶ所 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

出産・育児等で一定期間の離職により再就職に不安を抱える歯科

衛生士等の復職を支援することで、歯科衛生士等の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,667 

民 (千円) 

3,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
－ 

事業名 No １１ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,235 千円 
歯科衛生士、歯科技工士の人材確保事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県歯科医師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

歯科疾患の管理や口腔衛生管理の重要性が増し、その一端を担う歯科衛生

士の必要性はますます増加しており、歯科診療所のみならず、居宅、介護

保険施設、病院等の様々な場所で従事することが想定されている。歯科衛

生士の確保が必要不可欠であるが、未就業者や早期離職者が数多く存在し

ていることから、人材確保を目的として、復職促進及び離職防止の対策が

急務である。 

しかし、歯科衛生士及び歯科技工士は未就業者や早期退職者が多いことか

ら、人材確保に向けた積極的な魅力発信と就業者の離職防止の取組を支援

する必要がある。 

 アウトカム

指標 

就業歯科衛生士、歯科技工士数（人口 10万人対）の増加 

（歯科衛生士）R2 85.6 人 → R6 90.6 人以上 

（歯科技工士）R2 39.9 人 →  R6 44.9 人以上 

事業の内容 歯科衛生士、歯科技工士の新規就業者の獲得を図るため、高校生等の未就

業者を対象とした歯科医療職説明会の実施や宣伝広告による周知を行う。 

また離職防止に向けた相談窓口の設置や関係団体との検討会及び実地研修

会を実施する。 

アウトプット指標 ・高校生等の未就業者を対象とした歯科医療職説明会 １回 

・離職者を対象とした実地研修 ５回 

・離職等に関する相談窓口設置 １箇所 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

高校生等の未就業者に対し歯科医療職の周知を行うことで、歯科衛生士、

歯科技工士の確保を図る。また、離職防止のため有資格者バンク登録の情

報を活用し、登録者に有益な機会を提供する。 

 

 

 

 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,235 

基金充当額 

（国費） 

公  (千円) 
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基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,823 

における 

公民の別 

（注１） 都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,412 

民 (千円) 

2,823 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,235 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
５３ 

事業名 No １２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,181 千円 
小児救急電話相談事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県（民間企業） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県の小児科医師数は全国でも極めて低い水準にあり、小児科医の負担

軽減を図りつつ小児医療体制の確保をすることが求められている。 

 アウトカム

指標 

小児科医の負担軽減を図るため、翌日の医療機関を勧めた件数や一般的

な保健指導・育児指導を行った件数の増 

・翌日の医療機関を勧めた件数 

R3: 798 件 → R4: 798 以上 

・一般的な保健指導・育児指導を行った件数 

R3: 6,214 件 → R4: 6,214 以上 

事業の内容 夜間に急変した小児を持つ保護者に対して、必要な相談及び医療機関等

の情報提供が可能な民間企業と委託契約し、♯8000 を利用した電話相談

事業を行う。 

アウトプット指標 ・小児救急電話相談の実施件数の増 

R3: 9,607 件 → R4: 9,607 以上 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

年間を通して小児救急電話相談を実施することにより、小児科医の負担

軽減と小児の救急医療体制の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,181 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,121 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,060 

民 (千円) 

6,121 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,181 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,121 

その他（Ｃ） (千円) 

０ 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
－ 

事業名 No １３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,000 千円 

がん診療連携拠点病院の薬局薬剤師研修支援

事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 がん診療連携拠点病院 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 今後、増加が見込まれる在宅のがん患者等に対して、適切な医療が提供

できるように医療提供体制を強化する必要がある。 

 アウトカム

指標 

・二次医療圏毎のがん診療連携拠点病院による薬局薬剤師研修の実施 

R3：２医療圏３病院 → R4：２医療圏３病院以上 

事業の内容  地域の薬局薬剤師のがん治療における質の向上のため、がん診療連携拠

点病院等のがん薬物療法認定薬剤師やそれに準ずる認定薬剤師が、地域の

薬局薬剤師に対して、化学療法や緩和ケア等に関する研修会を実施する取

り組みを支援する。 

アウトプット指標 ・研修受講者数 延べ４５名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 がん治療に必要なスキルを身につけた薬局薬剤師を育成することによ

り、在宅におけるがん薬物療法を支援できる薬剤師が確保される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

4,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,000 

民 (千円) 

4,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
27 

事業名 No １４ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

534 千円 
地域医療対策協議会の設置・運営 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県の医師数は全国平均を下回っており、地域間においても医師の偏在が

みられることから、実効的な医師確保対策及び医師偏在対策を推進するた

め、地域医療対策協議会での協議を踏まえ、医師少数区域等への医師派遣

等の対策が必要である。 

 アウトカム

指標 

二次医療圏ごと人口 10万人対医師数の地域差 

県北地域（292.6 人）と、その他地域（176.0 人）の地域差 1.66 倍（R2年） 

→1.66 倍以下（R4 年） 

事業の内容 地域医療対策協議会において、下記の事項等を協議する。 

・医師派遣に関する事項 

・医師確保計画において定める事項 

アウトプット指標 地域医療対策協議会の開催：３回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域医療対策協議会で医師確保対策の具体的な実施に係る協議・調整を行

うことにより、実効性のある医師確保対策の取組みを通じた医師の確保及

び偏在解消を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

534 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

356 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

356 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

178 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

534 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
２５ 

事業名 No １５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

108,115 千円 
地域医療支援センター運営事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県（一部、福島県立医科大学に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の医師不足の状況等を把握・分析し、医師のキャリア形成支援と 

一体的に医師不足病院の医師確保の支援等を行う必要がある。 

 アウトカム

指標 

・医療施設従事医師数（人口１０万人対） 

H28：195.7 人⇒H30:204.9 人⇒R2:212.3 人⇒R4:R2 の人数以上 

（※R2 の公表は R3.12 を予定） 

事業の内容 県内の医師不足の状況等を把握・分析し、医師のキャリア形成支援と一

体的に医師不足病院の医師確保の支援等を行うことにより、医師の不足及

び地域偏在の解消を図る。 

アウトプット指標 ・地域医療支援センターの運営：１か所 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム 

参加医師数の割合：100％ 

・医師派遣・あっせん数：２０人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

県内の医師不足の状況等を把握・分析し、医師のキャリア形成支援と 

一体的に医師不足病院の医師確保の支援等を行うことにより、医師の不足

及び地域偏在の解消を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

108,115 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

71,725 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

72,077 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

36,038 

民 (千円) 

352 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

108,115 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

352(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
４１ 

事業名 No １６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

40,658 千円 
ナースセンター事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県（福島県看護協会） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職が不足する中で、看護職の資格を保有している潜在看護職の復職

を促進することにより、看護職を確保する必要がある。 

 アウトカム

指標 

潜在看護職員及び離職した看護職員の復職を支援することで、看護職員

の確保を図る。 

・看護職員数（人口 10万対） 

R2:1,398.3 人→R4:R2 の人数以上 

事業の内容 看護職の資格を持った未就業者の就業促進のための職業紹介、巡回相談

会によるマッチング促進及び離職した看護職の届出制度を活用した就業支

援。 

アウトプット指標 ・ナースセンター利用者：3,000 名 

・就業者：180 名 

・巡回相談会：月６回 

・看護職の働き方フォーラムの開催：１回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

潜在看護職員及び離職した看護職員が復職することで看護職員の確保が 

図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

40,658 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

18,105 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,052 

民 (千円) 

18,105 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

27,157 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

18,105 

その他（Ｃ） (千円) 

13,501 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
３５ 

事業名 No １７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

26,805 千円 
新人看護職員研修事業（新人看護職員研修） 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職が不足する中、新人看護職員の研修を実施することで、新人看護

職員の早期戦力化及び離職防止、定着化を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

・県内常勤看護職員離職率（病院看護実態調査より） 

H27：8.2％ → H28：8.5% → H29：7.5％ → H30:6.9％ → R1:9.2％ 

→ R2・R3:（調査中）→R4:R1 のポイント以下。 

事業の内容 新人看護職員に対し研修を行う病院に対して、その研修にかかる経費の

補助を行う。所属施設での研修機会の少ない新人看護職員も参加可能な集

合研修を行う。 

アウトプット指標 ・新人看護職員が在籍する病院５４施設に対する補助 

・研修参加数 700 名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修費への支援により新人看護職員が研修を受講することで、看護職員

の確保と定着化が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

26,805 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

17,870 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,935 

民 (千円) 

17,870 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

26,805 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,870 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
３６ 

事業名 No １８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,113 千円 
新人看護職員研修事業（研修責任者等研修） 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県（福島県看護協会） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職が不足する中で、教育指導者層の指導能力の向上により、新人看

護職個々人の看護能力の向上を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

・県内常勤看護職員離職率（病院看護実態調査より） 

H27：8.2％ → H28：8.5% → H29：7.5％ → H30:6.9％ → R1:9.2％  

→ R2・R3:（調査中）→ R4:R1 のポイント以下。 

事業の内容 新人看護職員研修体制の構築、企画及び評価に関することを研修担当者

の階層別に研修を行う。 

アウトプット指標 ・教育担当者研修、実地指導者研修：各１回 

・教育担当者研修参加者数：80 名、実施指導者研修参加者数：120 名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

構築された研修体制による研修を受講することで、新人看護職の離職 

防止（定着化）を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 3,113 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,075 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,038 

民 (千円) 

2,075 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,113 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,075 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
－ 

事業名 No １９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,942 千円 
県内定着のための普及・啓発事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県（福島県看護協会）、県内医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

東日本大震災の影響による看護人材の県外への流出を防止、県外の看護

人材の県内就業を働きかけ、人材の育成・確保・定着を図る。 

 アウトカム

指標 

・県内病院に勤務する看護職員の推移 

R2:14,793 人→R3:14,993 人(R3 年 8 月)→R4：R3 の人数以上  

事業の内容 看護師等養成所の周知を図る募集案内の作成や進学相談会の開催及び病

院の周知を図る合同説明会や病院見学、看護体験ならびにキャリアアップ

を図る実習受入の促進するための補助を行う。 

アウトプット指標 ・募集案内作成 7,000 部 

・進学相談会 1回（参加者数 200 名） 

・病院合同説明会（WEB 開催１回・対面式１回） 

・セミナー1回 

・病院見学バスツアー 

・インターンシップ支援 

・実習受入補助７施設 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

進学相談会や病院見学、看護体験等の実施により、看護職員の県外への

流出防止及び定着が図られる。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,942 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,849 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

8,623 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,311 

民 (千円) 

4,774 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,934 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,130 

その他（Ｃ） (千円) 

8 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
２５ 

事業名 No ２０ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

27,127 千円 
魅力的な臨床研修プログラム作成事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 県内基幹型臨床研修病院 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県は医師偏在指標において全国 43 位の医師少数県であり、更なる医師

確保が必要な状況にあることから、県内臨床研修医を確保することでその

後の県内定着につなげ県内医師の確保を図る。 

 アウトカム

指標 

・臨床研修医マッチングでの定員充足率 

H27:60.4% → H28:63.0% → H29:71.4% → H30:74.5% → H31:59.3% 

→ R2:61.6％ → R3:68.5％ → R4:68.5％以上 

事業の内容 魅力的な臨床研修プログラムを作成し、県内の臨床研修を全国に PR す

るため、臨床研修病院の相互乗入れの推進や研修内容のさらなる充実化を

図るとともに、医学生の臨床実習の受け入れなどを活用しながら広報活動

を実施する。 

アウトプット指標 ・補助金交付件数：１５病院 

・Web による広報契約：１件 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

魅力的な県内臨床研修プログラムを作成し、全国に PR することで県内

臨床研修医の確保を図る 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

27,127 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

18,085 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

18,085 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,042 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

27,127 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
２５ 

事業名 No ２１ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,233 千円 
臨床研修病院合同ガイダンス事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県は医師偏在指標において全国 43 位の医師少数県であり、更なる医師

確保が必要な状況にあることから、県内臨床研修医を確保することでその

後の県内定着につなげ県内医師の確保を図る。 

 アウトカム

指標 

・臨床研修医マッチングでの定員充足率 

H27:60.4% → H28:63.0% → H29:71.4% → H30:74.5% → H31:59.3% 

→ R2:61.6％ → R3:68.5％ → R4:68.5％以上 

事業の内容 本県への臨床研修医の招へいを推進するため、県外医学生に対して県内

臨床研修病院の見学に必要な旅費を支援する。 

アウトプット指標 ・旅費の支援人数 ２５名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

県外医学生に対し県内臨床研修病院を見学するための旅費を支援し、県

内臨床研修医の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,233 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,266 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,266 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,134 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,400 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

833 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
４１ 

事業名 No ２２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,789 千円 
潜在看護師等再就業促進・緊急時確保事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県（福島県看護協会、研修協力施設） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

潜在看護職を対象に研修を行い、医療現場で不足する看護師等の人材確

保、再就業の促進を図るとともに、新興感染症や頻発する大規模災害等の非

常時の際に看護業務に従事する応援看護師の確保を図る。 

 アウトカム

指標 

・県内常勤看護職員離職率（病院看護実態調査より） 

H27：8.2％ → H28：8.5% → H29：7.5％ → H30:6.9％ → R1:9.2％ 

→ R2・R3:（調査中）→ R4:R1 のポイント以下。 

※ 病院看護実態調査は毎年 5 月～6 月に 2 事業年度前の数値が公表される

ため、R3の指標は R2が未公表である現時点では不明。 

事業の内容 潜在看護師等の再就業促進や非常時における応援看護師等の確保のた

め、ナースバンク求職登録者を活用した潜在看護師等の情報整理、医療機

関との連携による人材育成等を行う。 

アウトプット指標 ・再就業支援研修会：年４回、２日間 各１２名受講 

・研修施設：２８施設、就業者：３０名 

・非常時看護研修：年３回程度、１日間 各回２０名受講 

・研修施設：３施設 

・医療機関が実施する退職看護職員等に対する研修経費の補助：５施設 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

再就業を希望する看護職が就業することで、看護職の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,789 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,344 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

10,514 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,258 

民 (千円) 

9,170 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

15,772 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

8,503 

その他（Ｃ） (千円) 

17 

備考（注３）  
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事業の区分 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 － 

事業名 No ２３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,705 千円 

臓器移植コーディネーター設置事業 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

臓器移植の円滑な実施を図り、県内各医療機関への周知及び院内体制整備、ま

た、県民一般への普及啓発を推進するために、臓器移植コーディネーターの設置

が必要。 

 アウトカム

指標 

臓器移植コーディネーターの育成が図られることにより、円滑に臓器移植を進

めることができ、移植件数の増加が見込まれる。 

・脳死下移植件数 R3:2 件→ R4:2 件以上 

事業の内容 臓器移植コーディネーターを育成する。 

アウトプット指標 ・都道府県臓器移植コーディネーターの設置 １人 

・院内コーディネーター研修会の開催 ２回（参加者 50 人） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

臓器移植コーディネーターを養成することにより、円滑な臓器移植が実施でき

る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,705 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,803 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,902 

民 (千円) 

3,803 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

  5,705 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

3,803 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 － 

事業名 No ２４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,780 千円 
ＤＭＡＴ研修等派遣事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

局地災害等に対応できる医療従事者等を養成することにより、災害医療体

制の強化及び一層の充実を図る。 

 アウトカム

指標 

・災害医療に精通した医療従事者数の増加 

・福島県ＤＭＡＴ隊員数 

 R3：303 人→R4：323 人（＋20人） 

事業の内容 県内で災害医療に必要な知識や専門的な技能を習得するため、県主催に

よる研修及び訓練を実施する。 

アウトプット指標 ・研修会等の実施回数 

研修会：３ 回、訓練：１回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

災害医療に対応する医療従事者を養成することにより、災害時医療の 

充実が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,780 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,187 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,187 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,593 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

  4,780 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
３２ 

事業名 No ２５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,308 千円 
女性医師等就労環境改善事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 女性医師等の就業環境改善を行う県内病院 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

原子力災害等の影響による県外流出などにより、本県の医師不足は深刻

であることから、女性医師等の就業環境改善を通じて、医療機関における

仕事と家庭の両立ができる働きやすい職場環境を整備する必要がある。 

 アウトカム

指標 

医師・歯科医師・薬剤師調査に基づく医療施設従事医師数のうち女性の数 

H26:531 人→H28:553 人→H30:616 人→R2:628 人→R4:628 人以上 

事業の内容 １ 復職研修への支援 

  出産や育児等のため離職した女性医師等を対象に復職研修を実施 

する病院に対し、経費の一部を補助する 

２ 勤務条件緩和への支援 

  育児中の女性医師等を対象とした勤務条件の緩和（当直・オンコー 

ル待機等の免除、短時間勤務の実施など）に取り組む病院に対し、経費

の一部を補助する。 

３ 働きやすい職場環境の整備 

  保育所以外の育児支援（ベビーシッター等の雇上等）に要する経 

費の一部を補助 

アウトプット指標 ・就労環境改善を行う県内病院 ４か所 

・補助先が活用する事業数 ４件 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

仕事と家庭の両立ができる働きやすい職場環境の整備を通じて、女性 

医師の離職防止や再就業支援が図られる。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

24,308 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

8,103 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,051 

民 (千円) 

8,103 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,154 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

12,154 
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
－ 

事業名 No ２６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,707 千円 
看護補助者養成事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 福島県（事業者委託） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

原始力災害の影響により、医療機関では看護職員だけでなく看護

補助者も不足している。看護職員が専門的な業務に従事出来る環境

を整え離職を防止し、医療提供体制の充実を図るため看護補助者の

養成・確保が求められている。 

 アウトカム

指標 

毎年度県内で講習会受講者１５人以上の就業を目指し、うち浜通り

に５人以上勤務 

事業の内容 県内各地で看護補助者養成講習会を実施するとともに、講習修了

者を医療機関へ紹介を行う。特に人材確保が難しい相双地域におい

ては、市政だよりや回覧板など広く住民に周知し、当該地域からの

受講者を募るとともに、他の地域の受講者についても相双地域への

就業を呼びかける。 

アウトプット指標 ・講習会受講者数：毎年度 計５０人以上 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護補助者としての基礎知識を持った人材を養成し、医療機関へ

の就業につなげることにより、看護職が専門的な業務に専念できる

環境を構築する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,707 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,138 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,569 

民 (千円) 

3,138 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,707 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,138 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
３６ 

事業名 No ２７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,215 千円 
医療機関における看護力向上支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

 

事業の実施主体 福島県（福島県看護協会） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療機関における看護職員に対する研修により、看護の質の向上や離職

防止を図り、原子力災害等の影響による離職や県外流失で減少した看護職

の安定的な養成・確保を進める。 

 アウトカム

指標 

・県内常勤看護職員離職率（病院看護実態調査より） 

H28：8.2％ → H29：8.5% → H30：7.5％ → R1：6.9％ → R2：9.2％ 

→ R3：（調査中）→ R4：R2 のポイント以下 

事業の内容 医療機関のニーズに応じた認定看護師等を講師として定期的に派遣し、

感染管理や医療安全管理における看護実践能力を高めるための研修を実施

する。 

アウトプット指標 ・医療機関１０か所程度 

・認定看護師等を５回（１～２回／月）派遣 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護職員の職務意欲を向上させ、離職防止及び定着促進を図ることで、

看護職員数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,215 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

6 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

4,810 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,405 

民 (千円) 

4,804 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,215 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,804 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
３９ 

事業名 No ２８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

259,789 千円 
民間立看護師等養成所運営費補助事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 県内看護師等養成所 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

原子力災害等の影響による離職や県外流失で減少した看護職の安定的な

養成・確保の推進により、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」を 

図る。 

 アウトカム

指標 

・看護職員数（人口 10万対）（衛生行政報告例、隔年実施） 

R2:1,398.3 人 → R4:R2 の人数以上 

事業の内容 看護職員を養成・確保するため、保健師助産師看護師法に基づく指定を

受けた看護師等養成所の運営に要する経費を支援する。 

アウトプット指標 ・看護師等養成所の運営支援 １５課程（１３施設） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護師等養成所の運営を支援し教育体制の充実・強化を推進することで、

看護学生の県内医療機関への就業及び定着を促進し、看護職員数の増加を

図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

259,789 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

164,507 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

82,253 

民 (千円) 

164,507 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

246,760 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

13,029 

備考（注３）  
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事業の区分 
医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
３９ 

事業名 No ２９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

30,243 千円 
看護教育体制強化支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 県内看護師等養成所、福島県看護学校協議会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職が不足する中で、実習指導教員の配置や看護学生の教育研究活動

により資質の高い看護職を養成することが必要。 

 アウトカム

指標 

・養成所卒業者のうち就業した者の県内就業率の増（14 条報告より） 

H28:78.8％ → H29:83.6％ → H30:78.2％ → R1:74.5％ 

→ R2：80.1％→ R3:81.0％→R3 年度以上の数値 

事業の内容 高度化する医療に対応できる資質の高い看護師を養成するため、実習指

導教員の人件費、看護教育研究にかかる経費を支援する。 

アウトプット指標 ・実習指導教員 13 施設（13 名） 

・他校教育実務研修 60 名 

・外部講師による学校運営マネジメント講演会（２回開催 各 50 名） 

・学外短期教育研修 ５名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護教育に係る教員の教授力向上により、教育体制を充実・強化するこ

とで、看護学生の県内医療機関への就業及び定着を促進し、看護教員数の

増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

30,243 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

20,162 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

10,081 

民 (千円) 

20,162 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

30,243 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

   

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
－ 

事業名 No ３０ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,740 千円 
理学療法士実習指導者養成講習会 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県理学療法士会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

厚労省規定の養成施設指導ガイドラインの改訂に伴い、実習施設で指導

にあたる者は一定の講習を受講する必要が生じた。 

 アウトカム

指標 

・福島県内医療機関の理学療法士会会員数（理学療法士会より聴取） 

R3：1,693 名→R4：1,693 名以上 

事業の内容 理学療法士養成施設の実習先の実習指導者養成講習会の開催経費を補助

する。 

アウトプット指標 ・実習指導者講習会受講者数 

R4:300 名以上 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

実習指導者が必要な知識や技術を習得するための講習会開催経費を補助

し、実習指導者の確保と資質向上及び実習学生の県内就業を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,740 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,827 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

913 

民 (千円) 

1,827 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,740 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
－ 

事業名 No ３１ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

122,606 千円 
保健師等修学資金貸与事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 原子力災害の影響による医療従事者の流出等における理学療法士・看護

師等の浜通りを中心とした不足の解消は本県の喫緊の課題である。また、

避難生活等の長期化による各種健康指標の改善に引き続き対応していく必

要があることから、看護師等医療従事者の安定的な確保と県内定着促進を

図る。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：保健師等修学資金貸与者の県内就業率 

R2:79.8%→R3:調査中→R4：R2 の率以上 

事業の内容  看護師等の医療従事者養成施設に在学し、卒業後県内指定施設で業務に

従事しようとする者に対して修学資金を貸与することにより、看護師等の

安定的な確保と定着を図る。 

アウトプット指標 養成施設に在学する学生に修学資金を貸与 

令和４年度 ２０４名（新規７５名、継続１２９名） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 養成施設に在学する学生に修学資金を貸与することにより、看護師等を

輩出し、定着を促す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

122,606 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

81,737 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

40,869 

民 (千円) 

81,737 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

122,606 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
－ 

事業名 No ３２ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

177,905 千円 
理学療法士等修学資金貸与事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 原子力災害の影響による医療従事者の流出等における理学療法士・看護

師等の浜通りを中心とした不足の解消は本県の喫緊の課題である。また、

避難生活等の長期化による各種健康指標の改善に引き続き対応していく必

要があることから、理学療法士等医療従事者の安定的な確保と県内定着促

進を図る。 

 アウトカム

指標 

理学療法士等修学資金貸与者の県内就業率 

R2 年度卒業者:80.4％→R3 年度卒業者:調査中→R4:R2 の率以上 

事業の内容  理学療法士等の医療従事者養成施設に在学し、卒業後県内指定施設で業

務に従事しようとする者に対して修学資金を貸与することにより、理学療

法士等の安定的な確保と定着を図る。 

アウトプット指標 養成施設に在学する学生に修学資金を貸与 

令和４年度 ２５７名（新規８０名、継続１５７名） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 養成施設に在学する学生に修学資金を貸与することにより、理学療法士

等を輩出し、定着を促す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

177,905 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

118,604 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

59,301 

民 (千円) 

118,604 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

177,905 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 
医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
－ 

事業名 No ３３ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

35,525 千円 
地域医療医師確保修学資金貸与事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 原子力災害の影響により、特に浜通りの医療機関では、医師の県外流出

や避難先における避難住民や原発作業員等の増加による医療需要の増大等

により医師の不足が深刻であり、研修医の確保を通じて浜通りを中心に医

師が不足する被災地における医師の確保や定着を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

地域医療医師確保修学資金貸与者 

・令和３年度：１名、令和４年度以降：各年２名に貸与 

事業の内容 ① 地域医療医師確保修学資金貸与事業 

将来、県内の公的医療機関等に医師として勤務しようとする公立大学

法人福島県立医科大学医学部の学生及び、本県地域枠の設定により医学

部定員を増員している帝京大学医学部の学生に修学資金を貸与し、医師

確保を図る。 

② 修学資金修学生支援事業 

  地域医療医師確保修学資金等の貸与を受けている帝京大医学部生等に

対して、定期的に面談を行うことで、県内での研修・勤務に対する不安

を払拭させ、将来的な県内定着を図る。 

アウトプット指標 地域医療医師確保修学資金修学医師の勤務配置 

・各年２名を医師が不足する医療機関に配置する。 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 地域医療医師確保修学資金貸与者を継続的に確保することで、将来的に

修学医師の県内配置調整を行うことで、医師偏在・医師不足の解消を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

35,525 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

23,683 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

11,842 

民 (千円) 

23,683 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

35,525 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
医療従事者の確保に関する事業 

標 準 事 業

例 
－ 

事業名 No ３４ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

380,894 
緊急医師確保修学資金貸与事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

原子力災害の影響により、特に浜通りの医療機関では、医師の県外流出

や避難先における避難住民や原発作業員等の増加による医療需要の増大等

により医師の不足が深刻であり、研修医の確保を通じて浜通りを中心に医

師が不足する被災地における医師の確保や定着を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

①緊急医師確保修学資金被貸与者  

３２名（令和３年度）⇒３２名（令和４年度以降）※ 

（※貸与枠５２名の内、震災後の臨時定員増員分２０名を除く３２名） 

②地域医療を担う医師・医学生交流会参加者 

 医師２０名、医学生２０名 計４０名（令和４年度） 

事業の内容 ①緊急医師確保修学資金貸与事業 

 将来県内の公的医療機関に医師として勤務しようとする公立大学法人福

島県立医科大学医学部の学生に対し、修学資金を貸与することで医師の確

保を図る。 

②修学資金被貸与医師等定着促進事業 

 修学資金被貸与医師等の内、県内就労義務を満了した医師に対して感謝

の意を表するとともに、同席する医学生やその他修学資金被貸与医師等の

県内定着に向けた意欲向上を図る。 

アウトプット指標 緊急医師確保修学資金被貸与医師の勤務配置 

・各年６０名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

緊急医師確保修学資金被貸与医師の県内定着や被貸与医学生を継続して

確保することで、県内に勤務配置する医師の安定確保を図ることで、県内

の医療提供体制の改善につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

380,894 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

253,929 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

126,965 

民 (千円) 

253,929 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

380,894 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
３９ 

事業名 No ３５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,904 千円 
実習時感染症予防対策支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 看護師等医療専門職養成校、看護師等医療専門職養成校の実習施設（病

院） 

 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により従来のような実践的

な実習が困難となっているため、養成校及び実習施設に対して実習時感染

症対策経費を補助し、専門職養成のための教育環境を整備する。 

 アウトカム

指標 

・養成所卒業者のうち就業した者の県内就業率の増（各年 3 月末） 

H29:83.6％→H30:78.2%→H31:74.5%→R2:80.1%→R3:81.0％ 

→R3 年度以上の数値 

事業の内容 看護師等医療専門職養成校及びその養成校の実習施設（病院）に対し、

学生実習実施のための感染予防対策に必要となる経費を補助する。 

アウトプット指標 ・補助対象件数（養成校、実習施設（病院））５０件 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

実習時感染症予防対策経費を補助し、実習環境を充実・強化することで、

看護学生の県内医療機関への就業及び定着を促進し、看護職員数の増加を

図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,904 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

5,936 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,968 

民 (千円) 

5,936 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

8,904 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
－ 

事業名 No ３６ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,000 千円 
専門研修設備整備支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

平成 30 年度から専門医制度が更新されたことに伴い、研修プログラムに定

めのある研修施設でのプログラム履修が原則となったことから、県内全域

において不足している研修施設の増加を図ることにより、専攻医の地域偏

在解消につなげる。 

 アウトカム

指標 

専門研修基幹施設（新設）数 

R3：1 施設⇒R4以降：3施設 

事業の内容 県内医療機関が新たに専門研修施設として新設されるために必要な備品購

入費等設備整備費の一部を補助する。 

アウトプット指標 年間補助件数：３件 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

専門研修施設の認定に必要な設備整備費を補助することで、研修施設の新

設促進を促す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

6,667 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,333 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
３６ 

事業名 No ３７ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,453 千円 
看護教員養成講習会 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 県（福島県看護協会） 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護師養成所の専任教員を養成し、質の高い教育環境を提供することによ

り、県内の看護師養成所への入学者を確保する。 

 アウトカム

指標 

県内の看護師養成所の入学定員に対する充足率の増 

H30:83.6% → R1:83.4% → R2:76.5% → R3:81.5→R4:81.5%以上 

事業の内容 看護師等養成所の専任教員となる予定の者を対象に、講習会を実施する。 

アウトプット指標 福島県看護協会：７か月間（5 月～１１月）、30 名定員 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

専門的な教育を行い、教育体制を充実・強化することで、看護師養成所へ

の入学者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

18,453 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ）  (千円) 

12,302 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

6,151 

民 (千円) 

12,302 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

18,453 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

12,302 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 

医療従事者の確保に関する事業 
標 準 事 業

例 
－ 

事業名 No ３８ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,146 千円 
総合診療医養成支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 公立大学法人福島県立医科大学 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内のへき地等過疎中山間地域において、高齢化に伴い多疾患併存患者の

増加傾向に対応するため、より幅広い疾患に対応可能な総合診療医の養成

を推進する必要があるため。 

 アウトカム

指標 

総合診療専門研修専攻医数 

H30～R3：9 名⇒R4 以降年間 6名の確保を目指す 

事業の内容 公立大学法人福島県立医科大学に設置されている「総合診療医センター」

が行う総合診療医養成の取組にかかる経費の一部を補助する。 

 

アウトプット指標 総合診療医養成のための研修会等開催回数 

・年間 6 回の開催 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医学生や臨床研修医に対して、総合診療医啓発のための研修会や勉強会等

を開催することで、将来総合診療医を目指す医学生・若手医師の増加につ

ながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

17,146 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

11,430 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

11,430 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,716 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

17,146 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行

っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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３．計画に基づき実施する事業 

 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 
 

 

 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

小規模介護施設等整備事業 

【総事業費（計画期間の総

額）】 

1,559,093 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 ４年４月１日～５年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 高齢者が可能な限り住み慣れた地域において住宅系サービス、施設居住

系サービスの提供を受け、継続して日常生活を営むことができる。 

事業の内容 

 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費等に対して支援を行う。 

③ 介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。 

④ 介護従事者の働く環境を整備するため、介護施設等に勤務する職員
の利用する宿舎整備の支援を行う。 

① 地域密着型サービス施設等の整備等に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム          １施設 

 小規模多機能型居宅介護事業所          ４施設 

 認知症高齢者グループホーム            ７施設 

  看護小規模多機能型居宅介護事業所    ２施設 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ３施設 

 介護施設等の創設を条件に行う広域型施設 １施設 

 の大規模修繕・耐震化 

アウトプット指標 ・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期介護保険事業支援計画

等において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、６５歳以上人口あ

たり地域密着型サービス施設等の定員総数を増とする。 
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事業に要す

る費用の額 事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
（注１） 

基金 
その他 
（Ｃ） 
（注２） 

国（Ａ） 都道府県
（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

413,280 

(千円) 

275,520 

(千円) 

137,760 

(千円) 

0 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経費 

(千円) 

967,739 

(千円) 

645,159 

(千円) 

322,580 

(千円) 

0 

③介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

122,574 

(千円) 

 

81,716 

(千円) 

 

40,858 

(千円) 

 

0 

④介護職員の宿舎施

設整備 

(千円) 

55,500 

(千円) 

37,000 

(千円) 

18,500 

(千円) 

0 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
(千円) 

1,559,903 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 (千円) 

 

 

0 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

1,039,395 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

519,698 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

 

1,039,395 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

1,559,903 

その他（Ｃ） 
(千円) 

0 

備考（注

５） 

 

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 

（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当 

   額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。 

（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載 

   すること。 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.2（介護分）】 

新型コロナウイルス緊急対策事業（老人福祉施

設） 

【総事業費（計画期間の総

額）】 

178,736 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

介護施設等における新型コロナウイルスの感染拡大防止 

 アウトカム指標 施設内クラスターの発生防止等、施設内感染者数の減少を図る。 

事業の内容 新型コロナウイルス感染症から県民の生命を守るため、感染防止に

配慮した介護サービスの提供及び施設内において感染者等が発生した

際の感染拡大のリスク低減を目的とした施設整備を行う。 

（１）多床室の個室化に要する経費支援 

（２）簡易陰圧装置の設置に要する経費支援 

（３）ゾーニング環境等の整備に要する経費支援 

  ①ユニット型施設の各ユニットへの玄関室設置によるゾーニング 

②従来型個室・多床室のゾーニング 

③２方向から出入りできる家族面会室の整備 

アウトプット指標 新型コロナウイルス感染防止対策を講じる施設数を８６施設増加さ

せる。 

アウトカムとアウト

プットの関連 

感染拡大防止対策を講じる施設数を増加させることで、新規感染者数

の減少を図る。 

事業に要す

る費用の額 事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
（注１） 

基金 
その他 
（Ｃ） 
（注２） 

国（Ａ） 都道府県
（Ｂ） 

介護施設等におけ

る新型コロナウイル

ス感染拡大防止対策

支援事業  

 

 

 

(千円) 

 

 

178,736 

(千円) 

 

 

119,157 

(千円) 

 

 

59,579 

(千円) 

 

 

0 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
(千円) 

178,736 
基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 

(千円) 

0 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

119,157 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

59,579 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

178,736 
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その他（Ｃ） 
(千円) 

0 

119,157 

備考（注

５） 

 

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 

（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当 

   額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。 

（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載 

   すること。 
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３．計画に基づき実施する事業 

 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.1（介護分）】 

高齢者福祉施策推進会議・同圏域別協議会 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

344 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増  

事業の内容 ・介護従事者の確保・定着に向けた総合的な取組を実施するた

め、有識者、行政機関、多職種団体、事業者団体等で構成する会

議を設置し、人材確保・育成、労働環境改善等に関する取組の企

画立案を行うとともに、検討した施策を実現するため、関係機関・

団体等との連携・協働の推進を図る。 

アウトプット指標 ・会議を 9 回開催する。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

会議を開催し関係機関が情報を共有することにより介護従事者

の確保・定着へ向けた総合的な取組体制の強化が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

344 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

229 

基金 国（Ａ） (千円) 

229 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

115 

民 (千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

344 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 750 千円を含めた基金充当額）1,094 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.2（介護分）】 

地域における介護のしごと魅力発信事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,288 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増  

事業の内容 学生の将来の職業選択に大きな影響を及ぼす進路指導担当者や

保護者も含めた、多様な年齢層に向け発信するための経費や、地

域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

の実施 

アウトプット指標 ①福祉介護の職場体験 250 人 

②仕事説明会 25 回 

③職場見学会 30 施設 

④親子施設見学会４施設 

⑤学校訪問 35 回 

⑥マンガ冊子配付全小学 5 年生 

アウトカムとアウトプット

の関連 

多様な年齢層に介護や介護の仕事の魅力を発信していくことに

より、介護や介護の仕事への理解を深め、介護人材のすそ野を拡

大し、介護従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,288 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

13,526 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,762 

民 (千円) 

13,526 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

20,288 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

11,939 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 1,350 千円を含めた基金充当額）21,638 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域の支え合い・助け合い活動に係る担い手確保事業 

事業名 【No.3（介護分）】 

地域の支え合い助け合い活動に係る担い手

確保事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,471 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 県、市町村、医療介護団体、NPO、施設及び介護事業所,、町内会

等 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る 

アウトカム指標：－  

事業の内容 ①助け合いによる生活支援の担い手養成研修会等の実施 

②高齢者の食応援（食育推進）事業 

 高齢者に必要とされる食の知識や技術を身に付ける機会を提

供し、高齢者が健康を維持できるよう地域や家庭で活躍する介護

人材を育成する。 

アウトプット指標 ①活動団体 3 

②6 回開催 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・生活支援の担い手の養成研修を実施することにより、介護サー

ビス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,471 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,981 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,490 

民 (千円) 

2,981 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,471 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 206 千円、を含めた基金充当額）4,677 千円 

 

 

 

 

 

 

 



69 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域の支え合い・助け合い活動継続のための事務手続

き等支援事業 

事業名 【No.4（介護分）】 

地域の支え合い・助け合い活動継続のため

の事務手続き等支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,598 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 市町村、老人クラブ連合会等 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る 

アウトカム指標：－  

事業の内容 地域の支え合い・助け合い活動の継続のために必要な書類作成等

が難しい住民組織等に対して、「事務お助け隊」が各種事務作業

の支援や必要な助言を行うことで、その活動の継続や活性化を支

援するための経費に対して助成する。 

アウトプット指標 活動団体３ 

アウトカムとアウトプット

の関連 

－ 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,598 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,065 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

533 

民 (千円) 

1,065 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,598 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.5（介護分）】 

介護未経験者に対する研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

41,140 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 県、市町村、医療・介護団体、NPO、施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増  

事業の内容 介護職員初任者研修の受講経費支援等 

アウトプット指標 ・介護職員初任者研修の実施。 

①市町村 160 人受講 ② 高校生 70 人受講 ③基金事業

600 人受講 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・受講者が資格を取得することで、介護サービス従事者数の増を

図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

41,140 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

27,426 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

13,714 

民 (千円) 

27,426 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

41,140 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,935 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（H27 交付分 2,497 千円、Ｒ元交付分 19,490 千円、Ｒ２交付分

42,110 千円を含めた基金充当額）105,237 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



71 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）の参入促進事業 

事業名 【No.6（介護分）】 

多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じ

たマッチング機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

43,985 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増。  

事業の内容 ・介護求職者を対象とした、就労説明会、就職マッチング面接会

等を実施する。 

アウトプット指標 ・ハローワーク相談支援 9 ヶ所 

・就職フェア・合同面接会年 2 回 

・求職者セミナー2 回 

他 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・広く一般の方を対象に介護サービス事業への就労を支援する

ことで、介護サービス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

43,985 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

29,324 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

14,661 

民 (千円) 

29,324 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

43,985 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

29,324 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 171 千円を含めた基金充当額）44,156 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者･女性･高齢者）の参入促進事業 

事業名 【No.7（介護分）】 

介護現場における多様な働き方導入モデル

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,550 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：多様な働き方の導入事業所数  

事業の内容 職員の業務量を洗い出し、見直しや再配分をすることで、人員増

を伴わずに、「1日 10 時間の週 4日勤務」導入の実現を目指し、

残業時間の減や、ワークライフバランスの向上を図る 

アウトプット指標 実施事業所数３ 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・介護職のマイナスイメージの払拭や介護職員の満足度の向上

を図り、将来的な介護サービス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,550 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,700 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,850 

民 (千円) 

7,700 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

11,550 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

7,700 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受講

等支援事業 

事業名 【No.8（介護分）】 

介護に関する入門的研修の実施等からマッ

チングまでの一体的支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,221 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県、市町村 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増  

事業の内容 ・介護未経験の一般の方を対象に介護に関する入門的研修の研

修会と受講生を対象としたマッチングを実施する。 

アウトプット指標 150 人受講 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・介護に関する入門的研修の資格を取得し、基礎的な知識を習得

した人材が増えることで、将来的な介護サービス従事者数の増を

図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,221 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,481 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,740 

民 (千円) 

3,481 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

5,221 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,481 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 2,497 千円を含めた基金充当額）7,718 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受講

等支援事業 

事業名 【No.9（介護分）】 

介護分野への元気高齢者等参入促進セミナ

ー事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,570 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増  

事業の内容 ・介護助手の活用を考えている施設を対象とした研修会を実施

する。また、元気高齢者や子育てが一段落した方を対象とし、介

護助手として就職するようマッチング支援を実施する。 

アウトプット指標 100 人就職 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・介護助手として就職する人材が増えることで、既存職員の負担

軽減と資質向上・定着につながり、将来的な介護サービス従事者

数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

18,570 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

12,380 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,190 

民 (千円) 

12,380 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

18,570 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

12,380 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事業 

事業名 【No.10（介護分）】 

将来の介護サービスを支える若年世代の参

入促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,730 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県、養成施設 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護福祉士養成施設入学者数  

事業の内容 介護福祉士養成施設が実施する中学校や高校等への出前講座等

の実施 

アウトプット指標 出前講座 30 回 

施設体験 10 回 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

高校生を中心に出前講座等を実施し、介護福祉士の継続確保を図

ることで、入学者数の回復を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,730 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,820 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,910 

民 (千円) 

7,820 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

11,730 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

7,820 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）外国人留学生及び特定技能 1号外国人の受入環境整備

事業 

事業名 【No.11（介護分）】 

外国人留学生への奨学金の給付等に係る支

援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,105 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護福祉士養成施設への外国人留学生数。  

事業の内容 ・外国人留学生への奨学金等を支給する介護施設等への支援 

アウトプット指標 20 人奨学金支給 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・外国人介護人材の受入体制を構築することで、将来的な介護サ

ービス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,105 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,070 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,035 

民 (千円) 

6,070 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

9,105 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,070 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備

事業 

事業名 【No.12（介護分）】 

外国人留学生及び特定技能 1 号外国人のマ

ッチング支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

416 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護福祉士養成施設への外国人留学生数。  

事業の内容 WEB 合同説明会の開催等のマッチング支援 

 

アウトプット指標 マッチング人数 5 名程度 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・外国人介護人材の受入体制を構築することで、将来的な介護サ

ービス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

416 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

277 

 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

139 

 

民 (千円) 

277 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

416 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

277 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 12,579 千円を含めた基金充当額）12,995 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

事業名 【No.13（介護分）】 

介護分野就職支援金貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,848 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：定着率（返還免除件数／貸付件数）  

事業の内容 介護分野就労支援金（１回を限度、２０万円）を貸し付ける 

アウトプット指標 129 件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

他職種で働いていた方等の介護分野への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,848 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,565 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,283 

民 (千円) 

4,565 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

6,848 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,565 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ３交付分 15,050 千円を含めた基金充当額）21,898 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上に資する事業 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【No.14（介護分）】 

多様な人材層に対する介護人材キャリアア

ップ研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

56,626 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 県、医療・介護団体、NPO、施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率  

事業の内容 ① 介護職員等喀痰吸引等研修事業(医療的ケア教員講習） 

② 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修事業 

③ ユニットケア型施設現地指導事業 

④ ホームヘルプパワーアップ作戦 

⑤ 福祉・介護人材育成確保支援事業 

 

アウトプット指標 ① 25 名修了 ② 1400 人受講 ③ ４施設 

④ 480 人受講 ⑤ 50 人受講 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・研修受講により必要な知識・技術の習得を図る 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

56,626 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,148 

基金 国（Ａ） (千円) 

37,747 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

18,874 

民 (千円) 

35,599 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

56,621 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

698 

その他（Ｃ） (千円) 

   5 

備考（注３） その他５（一般財源）Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 16,968 千円を含めた基金充

当額）73,594 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上に資する事業 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支

援事業 

事業名 【No.15（介護分）】 

介護支援専門員資質向上事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

62,681 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：居宅介護支援の特定事業所加算の算定事業所数

【介護給付費等実態調査】  

事業の内容 ・介護支援専門員として資格の取得・更新を行う者を対象に、実

務に必要な知識や技術等の向上を図る研修を行う。 

①実務研修事業 ②再研修・更新研修（実務未経験者）事業 ③

専門研修Ⅰ事業 ④専門研修Ⅱ事業 ⑤主任介護支援専門員研

修事業 ⑥主任介護支援専門員更新研修事業 ⑦地域同行型研

修事業 ⑧介護支援専門員従事者確保事業 ⑨ケアマネのため

の課題解決型業務サーポート事業 

アウトプット指標 ・研修回数、受講者 

①1 回 110 人 ②1 回 200 人 ③1 回 180 人 ④12 回 600 人 

⑤３回 120 人 ⑥4 回 200 人 ⑦1 回 10 人 ⑧17 回 1030 人 

⑨6 回 1200 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修実施により必要な知識・技術を持つ介護支援専門員を養成で

きる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

62,681 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

14,070 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,035 

民 (千円) 

14,070 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

21,105 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

14,070 

その他（Ｃ） (千円) 

   

41,576 

備考（注３） その他 （国庫 1954、使手 39,620、諸 2） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上に資する事業 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）喀痰吸引等研修の実施体制強化事業 

事業名 【No.16（介護分）】 

喀痰吸引等研修の実施体制強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,457 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率  

事業の内容 登録研修期間開設の際の初度経費を支援 

アウトプット指標 参加者 48 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修受講により必要な知識・技術の修得を図る 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,457 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,971 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,486 

民 (千円) 

2,971 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,457 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,971 

その他（Ｃ） (千円) 

   0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上に資する事業 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No.17（介護分）】 

各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

284 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率  

事業の内容 各種研修受講期間における代替職員の確保に要する経費の支援

を行う 

アウトプット指標 代替職員 2 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職員の資質向上と離職防止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

284 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

189 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

95 

民 (千円) 

189 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

284 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

   0 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 249 千円を含めた基金充当額）533 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上に資する事業 

（中項目）潜在有資格者の再就業促進 

（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【No.18（介護分）】 

潜在介護福祉士の再就業促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,984 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増。  

事業の内容 潜在介護福祉士が介護分野への再就業のための知識や技術を再

確認するための研修等を実施して、潜在介護福祉士の再就職を図

る。 

アウトプット指標 ・３０人受講 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・潜在介護福祉士に対する円滑な再就業を支援することで、介護

福祉士の確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,984 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,323 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

661 

民 (千円) 

1,323 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,984 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

997 

その他（Ｃ） (千円) 

   0 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 45 千円を含めた基金充当額）2,029 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上に資する事業 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.19（介護分）】 

認知症ケアに携わる人材の育成のための研

修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,136 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：認知症対応薬局整備数 219 薬局→230 薬局 

認知症対応人材の増加が図られる 

  

事業の内容 ・認知症介護基礎研修、認知症対応型サービス事業開設者研修。 

・管理者研修、小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

・認知症介護指導者フォローアップ研修 

・認知症対応力向上研修会の開催 

・認知症対応薬局研修会の開催 

・認知症対応薬局のフォローアップ 

・認知症対応薬局の普及啓発 

・介護サービス事業所の管理者等に対する、認知症ケアに必要な

知識や技術を習得するための研修を実施する 

アウトプット指標 ・認知症介護基礎研修                  100 人受講 

・認知症対応型サービス事業開設者研修          20 人受講 

・認知症対応型サービス事業管理者研修         100 人受講 

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修   50 人受講  

・認知症指導者フォローアップ研修         2 名派遣 

・認知症対応力向上研修会・認知症対応薬局研修会 300 人受講 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・認知症介護実践者及びその指導的立場にある者の認知症介護

技術の向上、認知症介護の専門職員の養成により、認知症の人へ

の対応可能者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,136 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

253 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,424 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,712 

民 (千円) 

5,171 
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計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

8,136 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

5,172 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 5,220 千円を含めた基金充当額）13,356 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上に資する事業 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.20（介護分）】 

認知症施策推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,616 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：認知症の対応力向上に関する研修会の開催及び

受講支援  

事業の内容 認知症の対応力向上に関する研修会の開催及び受講支援 

アウトプット指標 ・地域支援関係者認知症対応力向上研修 年 1 回（圏域ごとに開

催） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修 年 1 回（50 名程度） 

・歯科医師の認知症対応力向上研修 年 1 回（100 名） 

・看護職員の認知症対応力向上研修 年 1 回（50 名） 

・病院勤務以外の看護師等認知症対応力向上研修 年 1 回（100

名） 

・認知症サポート医養成研修 15 名 

・認知症初期集中支援チーム員研修 20 名 

・認知症地域支援推進員研修 60 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症に対応可能な専門職を養成することにより、認知症の早期

発見・早期対応を図る 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,616 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,762 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,077 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,539 

民 (千円) 

2,315 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

7,616 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,315 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 



87 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上に資する事業 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.21（介護分）】 

福島県認知症サポーターパワーアップ事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

898 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：市町村におけるチームオレンジに関する理解を

図る。  

事業の内容 令和 7年度までの全市町村等でのチームオレンジ設置を目的に、

各市町村に対する支援の内容や課題について関係者と共に検討

を行いながら、チームオレンジ設置に向けた研修会を実施する。 

アウトプット指標 市町村職員向け研修会等の開催。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

市町村職員を対象とした研修会等を開催し、チームオレンジに関

する理解を図ることで、チームオレンジの設置を支援する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

898 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

599 

基金 国（Ａ） (千円) 

599 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

299 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

898 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



88 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上に資する事業 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成・

資質向上事業 

事業名 【No.22（介護分）】 

地域包括ケアシステム構築・推進に資する

人材育成・資質向上事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,491 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 県、市町村、医療・介護団体、NPO、施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数の増  

事業の内容 ①地域包括ケアシステム深化推進事業 

②生活支援体制整備推進事業 

③在宅医療・介護連携支援センター設置促進事業 

④その他地域包括ケアシステムに資する人材育成・資質向上事業 

アウトプット指標 ①実施事業数 20 

②SC 養成研修 3 回開催 

③配置センター 1  

アウトカムとアウトプット

の関連 

・地域包括ケアシステム構築推進に資する人材育成と資質向上

を図る。 

・生活支援コーティネーターに期待される機能と役割について、

コーディネーター及び市町村担当者等の共通理解を深め、コーデ

ィネーター人材の育成と配置を図る。 

・在宅医療と介護関連の充実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

31,491 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

20,990 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

10,495 

民 (千円) 

20,990 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

31,485 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

10,444 

その他（Ｃ） (千円) 

   6 

備考（注３） その他は諸収 6、Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 19,089 千円、R2 交付分 12,849 千

円を含めた基金充当額）63,429 千円 



89 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.23（介護分）】 

認知症高齢者等権利擁護人材育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：市民後見人候補者数の増加。  

事業の内容 ・成年後見制度の下で身上監護等の支援を行う「市民後見人」の

養成研修を実施する。 

アウトプット指標 ・100 人受講 

アウトカムとアウトプット

の関連 

成年後見制度の下で身上監護等の支援を行う「市民後見人」の養

成研修を行い、市民後見人候補者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1 

民 (千円) 

1 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 1,596 千円を含めた基金充当額）1,598 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



90 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上に資する事業 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護予防の推進に資する専門職種の指導者育成事業 

事業名 【No.24（介護分）】 

介護予防の推進に資する OT、PT、ST 指導者

育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 リハビリテーション関係団体 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：研修に参加した各種専門職の人数  

事業の内容 ・OT、PT、ST に対して研修を実施して、介護予防の推進に資する

指導者の育成を図る。 

アウトプット指標 ・100 人受講 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・研修の実施により介護予防事業に携わるリハビリテーション

専門職の指導者の確保を進め、効果的な介護予防事業実施を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

0 

民 (千円) 

1 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 1,064 千円を含めた基金充当額）1,065 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



91 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質向上に資する事業 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護施設等における防災リーダー養成等支援事業 

事業名 【No.25（介護分）】 

介護施設等における防災リーダー養成等支

援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,720 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率  

事業の内容 ①県内介護施設・事業所を対象とした防災に関するオンライン研

修会の実施 

② 要望する施設・事業所に対する実地研修(非常災害計画･避難

確保計画の見直し、避難訓練のアドバイス、建物や周辺環境のリ

スクチェック、災害対策における地元との連携、職員への防災知

識･心構え説明など）の実施 

アウトプット指標 ① １回 

② １４施設等 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護施設等における防災リーダー養成研修等を通じ、職員の防災

知識が十分に普及されることにより、職員の資質の向上と離職防

止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,720 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

185 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,813 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

907 

民 (千円) 

1,628 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,720 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,628 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 

 

 

 

 



92 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）長期定着支援 

（小項目）介護職員長期定着支援事業 

事業名 【No.26（介護分）】 

介護事業所におけるハラスメント対策推進

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,065 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率  

事業の内容 介護事業所における利用者等からのハラスメントへの対策を推

進するため、実態調査、各種研修、ヘルパー補助者の同行など、

総合的なハラスメント対策を講じて介護職員の離職を防止する

ための事業を実施 

アウトプット指標 研修会１回 40 名参加 

アウトカムとアウトプット

の関連 

総合的なハラスメント対策を講じて介護職員の離職を防止を図

る 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,065 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

710 

基金 国（Ａ） (千円) 

710 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

355 

民 (千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,065 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



93 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）長期定着支援 

（小項目）介護職員長期定着支援事業 

事業名 【No.27（介護分）】 

若手介護職員交流推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,156 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率  

事業の内容 県内の福祉・介護施設等に新たに就職した職員を一同に集め、先

輩職員から介護業務についての体験談やアドバイスを発表して

もらうとともに、交流会を開催して参加者相互の親睦を深め、福

祉・介護に対するモチベーションを高めてもらう。 

アウトプット指標 200 人参加 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職の魅力を確認し、若手介護人材の離職を防止し、職場定着

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,156 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,789 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

894 

民 (千円) 

1,789 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,683 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,789 

その他（Ｃ） (千円) 

   473 

備考（注３） その他は一般財源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



94 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化 

（小項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入

支援事業 

事業名 【No.28（介護分）】 

新人介護職員に対するエルダー、メンター

制度等導入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,392 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率  

事業の内容 新人介護職員が定着に資する制度実施のための研修会を開催す

る。 

アウトプット指標 50 人参加 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修の実施により働きやすい職場環境の構築を支援し、介護職員

の定着、離職防止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,392 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

4,261 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,261 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,131 

民 (千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

6,392 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



95 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.29（介護分）】 

管理者に対する雇用管理改善方策普及・促

進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,549 

千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 県、市町村、医療・介護団体、NPO、施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率  

事業の内容 ①人事管理等研修 

②新人職員 OJT 研修普及事業 

③専門課題別管理職研修 

④生産性向上の支援を行うモデル施設を選定し、県が委託した事

業者が課題解決の伴走支援を行う。施設及び委託事業者が成果を

報告し、事例の水平展開を図る。 

⑤その他労働環境及び処遇改善事業所の普及促進事業 

 

アウトプット指標 ①3 回 320 名受講 

②3 回 320 名受講 

③7 回 400 名受講 

④１施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・研修の実施により働きやすい職場環境の構築を支援し、介護職

員の定着、離職防止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

25,549 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

17,033 

 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,516 

 

民 (千円) 

17,033 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

25,549 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
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 (千円) 

17,033 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 1,577 千円を含めた基金充当額）27,126 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.30（介護分）】 

介護ロボット導入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

139,124 

千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数  

事業の内容 介護ロボットを広く一般の介護事業所による購入が可能となる

ように導入費用の一部を補助する。 

アウトプット指標 介護ロボット導入補助 417 台 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護従事者の負担軽減や効率化により、介護職員の定着、離職防

止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

139,124 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

92,749 

 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

46,375 

 

民 (千円) 

92,749 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

139,124 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 376 千円を含めた基金充当額）139,500 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.31（介護分）】 

ICT 導入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

71,500  

千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数  

事業の内容 介護職員の離職防止と定着促進を図るため、生産性向上に資する

ICT 等の導入費用の一部を補助する。 

アウトプット指標 ICT 導入補助 81 施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護従事者の負担軽減や効率化により、介護職員の定着、離職防

止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

71,500 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

47,667 

 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

23,833 

 

民 (千円) 

47,667 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

71,500 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 その他（Ｃ） (千円) 

   0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.32（介護分）】 

介護事業所に対する業務改善支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者数  

事業の内容 生産性向上ガイドラインに基づき業務改善に取り組む介護事業

所に対して、第三者から取組の支援を受けるための費用を補助す

る。 

アウトプット指標 業務改善補助 10 施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護従事者の負担軽減や効率化により、介護職員の定着、離職防

止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,000 

民 (千円) 

2,000 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

   0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）子育て支援 

（小項目）介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営

支援事業 

事業名 【No.33（介護分）】 

介護従事者の子育て支援のための施設内保

育施設運営支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,682 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率  

事業の内容 ・介護事業所における保育施設の運営を支援する。 

アウトプット指標 ・2 法人支援 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・介護事業所で働きながら子育てのできる環境を構築すること

で、人材の確保・定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,682 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,121 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,561 

民 (千円) 

3,121 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,682 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ元交付分 1,177 千円を含めた基金充当額）5,859 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）外国人介護人材受入れ環境整備 

（小項目）外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業 

事業名 【No.34（介護分）】 

外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護施設等の外国人介護人材数  

事業の内容 外国人介護人材を受け入れる（予定を含む）介護施設等において

外国人介護人材の受入環境整備を推進する。 

アウトプット指標 コミュニケーション支援等の実施施設数 20 施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

外国人介護人材の受入に対する不安が解消されることで、介護施

設等が受入れに対し前向きに検討できる環境整備が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,333 

民 (千円) 

2,667 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



102 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）緊急時介護人材等支援 

（小項目）新型コロナ流行下における介護サービス事業所等のサ

ービス提供確保事業 

事業名 【No.35（介護分）】 

新型コロナウイルス対策事業 

（介護サービス提供体制継続支援事業） 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

186,309 

千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：－  

事業の内容 新型コロナウイルス感染症等が発生した介護サービス事業所・施

設等に対してかかり増し経費を助成すること等により、利用者や

家族の生活に欠かせない介護サービスの継続を支援する。 

アウトプット指標 補助実施事業所・施設等数 400 施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

新型コロナウイルス感染症等が発生した介護サービス事業所・施

設等に対してかかり増し経費を助成すること等により、利用者や

家族の生活に欠かせない介護サービスの継続を支援する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

186,309 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

124,206 

 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

62,103 

 

民 (千円) 

124,206 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

186,309 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ４事業規模（Ｒ3 交付分 329,886 千円を含めた基金充当額）516,195 千円 

 


